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参議院選挙は後半戦に入り７月２１日の投票日に向けて全国各地で激烈なたたか

いが展開されています。労働組合運動にとって政治闘争は、職場での賃上げ闘争を

はじめとする経済闘争、たたかう力を引上げる学習運動と一体の最重点課題です。 

とりわけ選挙闘争は、職場での賃金闘争などでは実現できない全国一律最賃制の

実現や長時間労働の是正、また、民主的な税金制度の実現や健康保険・介護保険・

年金制度、保育・高齢者政策などの社会保障・福祉制度の充実、さらには平和を守

ることなど世界に誇る日本国憲法が生きる社会を創造するたたかいです。すべての

組合員が投票行動に参加して一人でも多くの仲間に選挙の大切さを訴えましょう。 

 

 

 

 

 

安倍首相は「海外で戦争する日本を可能

にする」９条改憲を参議院選挙の明確な争

点としており、まさに日本国民の進路を決

する重大な選挙戦となっています。 

また、所得による支払能力を無視した憲

法違反の消費税を 10月から 10％にするこ

とも明言しています。消費税は社会保障充

実などを理由に 1989年に導入され 30年に 「消費税をなくす全国の会」の資料より抜粋 

なりますが、国民が納めた消費税の総額は 372兆円（国民一人 270万円以上）に上り

ます。ところが健康保険の医療費負担は１割から３割へ、老齢年金の支給開始年齢は

60歳から 65歳へ、介護保険新設で保険料と利用者負担が加わり、後期高齢者医療制

度の発足で高齢者の負担が増えるなど社会保障はつぎつぎと改悪されてきた一方で

大企業中心の法人税は 291兆円も減税されました（消費税収入 372兆円の約８割）。 

さらに安倍首相は「公的年金で夫婦が 65歳から 30年間生きると資金 2000万円不

足」とする金融庁報告は「なかった」とし（年金を減らす）マクロ経済スライド

を止めたら「財源が７兆円不足する」と年金７兆円を削減することを認めました。 

県南支部の仲間は、こうした現状を改善するため参議院選挙をつうじて国・大企

業・富裕層の社会的責任を告発し私たちの要求実現に向けて奮闘しましょう。 

参議院選挙でみんなの要求を実現しよう

憲法が生きる安全･安心な社会を創ろう！ 

憲法９条改悪も消費税増税も絶対ダメ！

国･大企業･富裕層負担で社会保障改善を 

http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=435395&sw=%E3%80%8C%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E5%93%A1a%E3%80%8D20
http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=545919&sw=%E3%80%90%E7%94%B7%E5%A5%B3GS%E3%80%91%E6%AD%A3%E9%9D%A2_%E3%81%8A%E3%83%BC2

